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第１章 職員の給与・定員管理の状況 

 

１ 総括 

 

（１） 人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 住民基本台帳人口

 (令和2年1月1日) 

  歳 出 額 

         Ａ 

実質収支 人 件 費 

       Ｂ 

人件費率 

 Ｂ／Ａ 

(参考)29年度

の人件費率 

30 

年度 

          人 

 47,247 

          千円 

20,683,052 

      千円 

775,423 

   千円 

 3,412,197 

      ％ 

16.5 

      ％ 

16.1 

 

（２） 職員給与費の状況（普通会計決算） 

 

区分 

 

職員

数Ａ  

          給     与     費 一人当た

り給与費 

  Ｂ／Ａ 

（参考）

類類似団

体平均一

人当たり

給与費 

Ｂ／Ａ 

給  料 職員手当 期末･勤勉手当     計 Ｂ 

30 

年度 

人 

396 

千円 

1,395,826 

千円 

307,242 

千円 

538,022 

千円 

2,241,090 

千円 

5,659 

千円 

5,863 

   （注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 

      ２ 職員数は、平成 31 年４月１日現在の人数です。 

３ 給与費については、再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれていますが、職員数に 

当該職員は含まれていません。 

 

（３）ラスパイレス指数の状況                         

区 分 平成28年 

４月１日 

平成29年 

４月１日 

平成30年 

４月１日 

平成31年 

４月１日 

 南国市のラスパイレス指数 97.9 97.2 97.1 97.0 

 類似団体平均のラスパイレス指数 97.7 97.6 97.7 97.5 

 全国市平均のラスパイレス指数 99.1 99.1 99.1 98.9 
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区
分

平成28年4月1日 平成29年4月1日 平成30年4月1日 平成31年4月1日

 

南
国
市

97.9 97.2 97.1 97.0

類
似
団
体
平
均

97.7 97.6 97.7 97.5

 

全
国
市
平
均

99.1 99.1 99.1 98.9

97.9 
97.7 

99.1

97.2 

97.6 

99.1

97.1 

97.7 

99.1

97.0 

97.5 

98.9

95.5

96.0

96.5

97.0

97.5

98.0

98.5

99.0

99.5

南国市 類似団体平均 全国市平均

平成28年4月1日

平成29年4月1日

平成30年4月1日

平成31年4月1日

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で 

比較するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補 

正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を 100 として計算した指数です。 

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数 

を単純平均したものです。 

 

 

（４）給与改定の状況 

 

①月例給 

区分 

高知県人事委員会の勧告 
給 与 

改定率 

（参考） 

国の改定率 民間給与 公務員給与 格  差 
勧  告 

（改定率） 

元 

年度 
341,739 円 341,330 円 

409 円 

（0.12％） 

％ 

― 
― 0.09％ 

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス

比較した平均給与月額です。 

 

②特別給（期末・勤勉手当） 

区分 

高知県人事委員会の勧告 
年  間 

支給月数 

（参考） 

国の年間 

支給月数 

民間の 

支給割合 

公務員の 

支給月数 
格  差 

勧  告 

（改定月数） 

元 

年度 
4.21 月 4.15 月 -0.06 月 0.05 月 4.2 月 4.5 月 

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月

数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数です。 
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（５）給与制度の総合的見直しの実施状況について 

 ①給料表の見直し 

   平成 29 年１月１日から国家公務員に準じた給料表に改正済 

 

 ②地域手当の見直し 

  支給割合０％（国基準０％） 

 

 

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

 
（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況 

（平成 31 年 4 月 1 日現在） 

① 一般行政職                                                                   

区 分 平均年齢      平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国比較ベース） 

南国市   40.4  歳     299,100 円    366,301 円   318,540 円 

高知県   42.9  歳   318,538 円  386,070 円  339,945 円 

国  43.4  歳   329,433 円 ― 円  411,123 円 

 類似団体 42.3  歳 316,015 円 376,662 円  342,586 円 

  

② 技能労務職                                                                           

 

区  分 

 

公     務     員 民     間 参考  

平均年齢      
平均給料 

月額 

平均給与

月額 

（Ａ）  

平均給与

月額（国

比較ベー

ス） 

対応する

民間の類

似職種 
平均年齢 

平均給与

月額（B） 
A／B 

南国市 45.2 歳 280,400 円 296,657 円 291,166 円 ― ― ― ―  

 

 

 

うち学校

給食員 
 44.5 歳 282,600 円 297,695 円 293,657 円 調理師 46.3 歳 223,100円 1 .33 

うちその

他技能労

務者 

46.3 歳 276,000 円  294,472 円 286,200 円 ― ― ― ― 

高知県   58.0 歳 292,291 円 ― 302,958 円 ― ― ― ― 

国  50.9 歳 287,312 円 ― 329,380 円 ― ― ― ― 

類似団体 51.3 歳 316,215 円 345,372 円 329,038 円 ― ― ― ― 

（注）１  「平均給料月額」とは、平成 31 年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給 

     の平均です。                                                               

   ２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、

時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したもので、地方公務員給与実態

調査において明らかにされているものです。 

     また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため国家公務員と同じベース

（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出したものです。 
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   ＝技能労務職員の給与等の見直しに向けた基本的な考え方＝ 

(１) 調理員、用務員等の技能労務職員については、退職不補充を進め、減員を図っ

ていく。自校炊飯を実施し、「食育」を重要課題としている本市として、調理

員の業務については、早急なる民間委託化は、現在考えていません。 

(２) 給与等の見直しについては、平成２４年４月より国の行政職（二）に準じた給

料表に改めました。 

 

（２）職員の初任給等の状況（平成 31 年４月１日現在） 

区    分 南 国 市 高 知 県 国 

一般行政職 
大 学 卒 １７０，１００円 １８４，９００円 １８０，７００円 

高 校 卒 １４８，６００円 １５０，８００円 １４８，６００円 

技能労務職 
高 校 卒 １４６，０００円 １５３，０００円 ―  

中 学 卒   １３９，４００円 ―  

 

（３）職員の経験年数別平均給料月額の状況（平成 31 年 4 月 1 日現在）                         

区  分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年 

一般行政職
  大学卒  246,600円 331,500円 361,200円 373,400円 

 高校卒  213,200円 300,500円 339,200円 364,200円 

技能労務職  高校卒 205,200円 265,600円 284,000円 294,800円 

 

 

３ 一般行政職の級別職員数等の状況 

 

（１）一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成 31 年 4 月 1 日現在）                                                    

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

参 考 
１号給の 

給料月額 

最高号給の 

給料月額 １年前の 

構成比 

５年前の 

構成比 

１級 主事及び技師の職務 31 人 14.0 ％ 10.5 ％ 11.5 ％ 144,100 円 247,600 円 

２級 主事及び技師の職務 25 人  11.3 ％  13.7 ％ 15.5 ％ 194,000 円 304,200 円 

３級 主査及び技査の職務 52 人  23.4 ％  22.8 ％  13.5 ％ 230,000 円 350,000 円 

４級 係長・主幹・技幹の職務 64 人  28.8 ％  32.4 ％  40.5 ％ 263,000 円 381,000 円 

５級 補佐・対策監の職務 26 人 11.7 ％  10.5 ％  8.5 ％ 288,900 円 393,000 円 

６級 課長・参事の職務 24 人 10.8 ％ 10.1 ％  10.5 ％ 319,200 円 410,200 円 

 （注）１ 南国市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 
        ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 
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0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成31年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

６

級

５

級

４

級

３

級

２

級

１

級

 
（注）  平成２０年度に７級制から６級制に変更しています。 

 

 

（２）国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（平成 31 年 4 月 1 日現在）                                                    
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（３）昇給への人事評価の活用状況 

平成 31 年 4 月 2 日から令和 2 年 

4 月 1 日までにおける運用 
管理職員 一般職員 

イ． 人事評価を活用している   

 

活用している昇給区分 
昇給可能な 

区分 

昇給実績が 

ある区分 

昇給可能な 

区分 

昇給実績が 

ある区分 

上位、標準、下位の区分 〇  〇  

上位、標準の区分     

標準、下位の区分     

標準の区分のみ（一律）  〇  〇 

ロ． 人事評価を活用していない   

   活用予定時期   

 

 

４ 職員の手当の状況 
 

（１）期末手当・勤勉手当 

南  国   市 高  知    県 国 

（30年度）  

１人当たり平均支給額 

1,335 千円 

（30年度）  

１人当たり平均支給額 

         1,569千円 

 

― 

（30年度支給割合） 

 期末手当    勤勉手当 

 2.60月分   1.85月分 

 (1.45)月分  (0.90)月分 

（30年度支給割合）  

 期末手当      勤勉手当 

 2.55月分    1.60月分 

(1.375)月分 (0.80)月分 

（30年度支給割合）          

 期末手当      勤勉手当 

 2.60月分    1.85月分 

(1.45)月分  (0.90)月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

・役職加算 ５～１５％ 

 （加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

・役職加算  ５～２０％ 

・管理職加算１０～２０％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

・役職加算  ５～２０％ 

・管理職加算１０～２５％ 

  （注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

  ○勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職） 

令和元年度中における運用 管理職員 一般職員 

イ． 人事評価を活用している   

 

活用している成績率 
支給可能 

な成績率 

支給実績が 

ある成績率 

支給可能 

な成績率 

支給実績が 

ある成績率 

上位、標準、下位の成績率 〇  〇  

上位、標準の成績率     

標準、下位の成績率     

標準の成績率のみ（一律）  〇  〇 

ロ． 人事評価を活用していない   

   活用予定時期   
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（２）退職手当（平成 31 年 4 月 1 日現在） 

南 国 市             国 

（支給率）       自己都合    勧奨・定年 

勤 続 2 0 年        19.6695月分  24.586875月分 

勤 続 2 5 年        28.0395月分   33.27075月分 

勤 続 3 5 年        39.7575月分   47.709  月分 

最 高 限 度 額  47.709 月分   47.709  月分 

その他の加算措置   

  定年前早期退職特例措置（２％～20％加算） 

1人当たり平均支給額（平成30年度） 

  20,689千円（勧奨・定年） 

（支給率）      自己都合    応募認定・定年

勤 続 2 0 年        19.6695月分  24.586875月分 

勤 続 2 5 年        28.0395月分   33.27075月分 

勤 続 3 5 年        39.7575月分   47.709  月分 

最 高 限 度 額  47.709 月分   47.709  月分 

その他の加算措置  

  定年前早期退職特例措置（２％～45％加算）

                                      

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、平成 30 年度に退職した全職種に係る職員に支給され 

た平均額です。 

 

（３）地域手当   （平成 31 年 4 月 1 日現在） 

支 給 実 績（30年度決算） 該当なし 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（30年度決算） ―   円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

― ― ％ ―人 ―％ 

 

（４）特殊勤務手当（平成 31 年 4 月 1 日現在） 

支給実績（30年度決算） 7,392 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（30年度決算） 121 千円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（30年度）                 13.5 ％ 

手当の種類（手当数）      7 

手当の名称 
主な支給対象 

職員 
主な支給対象業務 

支給実績 

（平成30年度決算） 

左記職員に対する 

支給単価 

行路病人 

同死亡人 

取扱手当 

作業従事者 行路病人の移送等 0千円 １回  1,000円 

作業従事者 行路死亡人の収容 0千円 １回  2,000円 

じん芥処理手当 
環境課じん芥処理 

担当職員 

じん芥収集処理 

作業 
0千円 日額    200円 

犬、猫死体 

処理手当 
作業従事者 犬、猫の死体処理 15千円 １回    600円 

防疫手当 作業従事者 感染症の防疫作業 0千円 日額  1,500円 
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災害出動手当 
消防署消火作業 

担当職員 
消火作業 270千円 １回   400円 

救急出動手当 
消防署救急業務 

担当職員 
救急業務 3,201千円 

１回 300円 

(救急救命士は500円) 

夜間業務手当 
消防署深夜業務 

従事者 
消防深夜業務 3,906千円 １回    730円 

 

（５）時間外勤務手当 

支給実績（30年度決算）       212,171 千円 

職員１人当たり平均支給額（30年度決算）           521 千円 

支給実績（29年度決算）       211,639 千円 

職員１人当たり平均支給額（29年度決算）           527 千円 

（注）職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成 30 年度決算）」と

同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給

対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む 

 
（６）その他の手当（平成 31 年 4 月 1 日現在） 

手当名 内容及び支給単価 
国の制度 

との異同 

国の制度

と異なる 

内容 

支給実績 

（30年度決算） 

支給職員１人当り 

平 均 支 給 年 額 

（30年度決算） 

 

扶 養 手 当      

扶養親族のある職員に支給 

子    10,000円 

子以外  6,500円 

同じ 
 

47,445千円 216千円 

 

住 居 手 当      

借家・借間居住者 

 基礎控除額   12,000円 

 最高支給限度額 27,000円 

同じ 
 

29,666千円 254千円 

 

通 勤 手 当      

交通機関等利用者 

 通勤等の額に相当する額 

 最高支給限度額 55,000円/月 

交通用具使用者 

 2,000円（2㎞以上～5㎞未満）

～最高31,600円（60㎞以上） 

同じ 

 

19,342千円 57千円 

 

夜 勤 手 当 

正規の勤務時間として午後10時か

ら翌日の午前５時までの間に勤務

する職員に支給 

 １時間につき１時間当たりの 

給与額に100分の25を乗じた額 

同じ 

 

3,850千円 73千円 
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管理職手当 

管理監督する地位にある職員 

（参事・課長）に支給 

月額 参事57,300円 

課長49,100円 

同じ 

 

18,155千円 606千円 

管理職員特 

別勤務手当 

管理職手当が支給されている職員

が災害への対処等により勤務した

場合に勤務1回につき12,000円を

超えない範囲内で支給 

同じ 

 

1,716千円 62千円 

 

 

５ 特別職の報酬等の状況（平成 31 年 4 月 1 日現在） 

 

(注) １ 給料及び報酬の（ ）内は、減額措置を行う前の金額です。 

２ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期 

（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額です。 

 

 

 

 

 

 

区     分 
給   料   月   額   等  

（参考）類似団体における最高／最低額  

給 

料 

市 区 町 村 長 

副  市  長 

815,000  円 
684,000  円 

950,000 円／259,000 円 
772,000 円／483,000 円  

報 

酬 

議     長 

副  議  長 

議     員 

460,000  円 
420,000  円 
390,000  円 

545,000 円／230,000 円 
474,000 円／200,000 円 
442,000 円／180,000 円 

期 

末 

手 

当 

市 区 町 村 長 

副  市  長 

（ 令和元年度支給割合 ） 

3.10月分 

議     長 

副  議  長 

議     員 

（ 令和元年度支給割合 ） 

3.10月分 

退 

職 

手 

当  

市 区 町 村 長 

副  市  長 

（算定方式）       （１期の手当額）  （支給時期） 

815,000×在職月数×0.38    14,865,600         任期毎 

684,000×在職月数×0.28     9,192,960         任期毎 

備   考  
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６ 職員数の状況 

 

 (1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 
                                                                    

        区 分 

部 門 

職員数 対前年 

増減数 

   主 な 増 減 理 由            

平成30年 平成31年 

普 

通 

会 

計 

部 

門 

一 

般 

行 

政 

部 

門 

議 会 

総 務 

税 務 

民 生 

衛 生 

農林水産 

商 工 

土 木 

      4 

54 

22 

95 

29 

19 

9 

41 

      4 

53 

22 

97 

30 

19 

9 

43 

   0 

△1 

0 

2 

1 

0 

0 

2 

 

・欠員不補充 

 

・子育て支援関連の増員 

・保健師の増員 

 

 

・文化施設整備などの対応による増員 

計 273 277 4 

＜参考＞ 

人口１万人当たり職員数 57.86 人 

（類似団体の人口１万人当たりの職員数 78.55 人） 

教育部門     56 57 1 ・文化財調査業務などに伴う増 

消防部門 67 67 0 ・３交代制への移行に伴う体制強化 

小計     396 401 5 

＜参考＞ 

人口１万人当たり職員数 83.77 人 

（類似団体の人口１万人当たりの職員数 101.49 人） 

公  

営会 

企計 

業部 

等門 

水 道 

下 水 

その他 

     10 

     5 

     21 

9 

      5 

     22 

△1 

0 

1 

 

 

・包括支援センター業務に係る増員 

小計 36 36 0  

合  計 
432 

[456] 

437 

[456] 

5 

[0] 

＜参考＞ 

人口１万人当たり職員数 91.29 人 

 （注）１ 職員数は一般職に属する職員数です。 
    ２ [     ]内は、条例定数の合計です。 

 

 

（２）年齢別職員構成の状況（各年度 4 月 1日現在） 

 

区分 

20歳 

～ 

未満 

20歳 

～ 

23歳 

24歳 

～ 

27歳 

28歳 

～ 

31歳 

32歳 

～ 

35歳 

36歳 

～ 

39歳 

40歳 

～ 

43歳 

44歳 

～ 

47歳 

48歳 

～ 

51歳 

52歳 

～ 

55歳 

56歳 

～ 

59歳 

60歳 

 

以上 

 

計 

令和元

年度 

人 

7 

人 

29 

人 

37 

人 

51 

人 

  55 

人 

38 

人 

35 

人 

67 

人 

42 

人 

36 

人 

35 

人 

5 

人 

437 

平成26

年度 

人 

1 

人 

7 

人 

43 

人 

49 

人 

  38 

人 

33 

人 

61 

人 

46 

人 

44 

人 

55 

人 

40 

人 

1 

人 

418 
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（３）職員数の推移 
                                                        （単位：人・％） 

    年度  

部門別  
25 年 26 年 27 年 28 年 29 年 30 年 

過去 5 年間の 

増減数（率） 

一般行政  264 263 268 272 273 277 7(2.6%) 

教  育  56 53 51 54 56 57 0(0.0%) 

消  防  63 63 65 66 67 67 
4(6.3

%) 

普通会計合計  383 379 384 392 396 401 11(2.9%) 

公営企業会計等  35 35 35 35 36 36 2(5.9%) 

合 計  418 414 419 427 432 437 13(3.1%) 

  （注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数 

 

 

 

 

 

 

 

年齢 20歳未満20歳～23歳24歳～27歳28歳～31歳32歳～35歳36歳～39歳40歳～43歳

5年前
の構成

比
0 12 44 35 37 52 51

構成比 2 25 28 56 57 42 32

年齢 20歳未満20歳～23歳24歳～27歳28歳～31歳32歳～35歳36歳～39歳40歳～43歳
5年前
の構成

比
0% 3% 11% 8% 9% 12% 12%

構成比 0% 6% 6% 13% 13% 10% 7%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

20歳未満20歳～23
歳

24歳～27
歳

28歳～31
歳

32歳～35
歳

36歳～39
歳

40歳～43
歳

44歳～47
歳

48歳～51
歳

52歳～55
歳

56歳～55
歳

60歳以上

5年前の構
成比
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７ 公営企業職員の状況 

 

 (1) 水道事業 
 

   ① 職員給与費の状況 

     ア 決算 

区分 
総費用 

Ａ 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

(参考) 

29年度の総費用に占

める職員給与費比率 

30年度 561,840千円 102,448千円 43,312千円 7.7％ 7.5％ 

     （注）資本勘定職員に係る職員給与費 19,823 千円を含みません。 

 

区分 
職員数 

Ａ 

給     与     費 一人当たり 

給与費 

 B/A 

（参考） 

水道事業平均一

人当たり給与費 
給 料 職員手当    期末･勤勉手当 計 Ｂ 

30年度 10人 38,988千円 7,850千円 16,297千円 63,135千円 6,314千円 6,181千円 

     （注） １ 職員手当には退職給与金を含みません。 

２ 職員数は、平成 31 年３月 31 日現在の人数です。 

 

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成 31 年 4 月 1 日現在） 
 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

南 国 市 40.4 歳 299,100円 484,726円 

団 体 平 均 44.3 歳 340,929円 514,169円 

事 業 者 43.2 歳 271,526円 406,988円 

       （注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

 

③職員の手当の状況 

ア 期末手当・勤勉手当 

    南  国  市（水道事業） 南  国   市（一般行政職） 

１人当たり平均支給額（30年度）      

                1,481 千円 

１人当たり平均支給額（30年度）     

            1,335 千円 

（３０年度支給割合） 

 期末手当      勤勉手当 

 ２．６０月分   １．８５月分 

 (１．４５)月分 (０．９０ )月分 

（３０年度支給割合） 

 期末手当      勤勉手当 

 ２．６０月分   １．８５月分 

 (１．４５)月分 (０．９０ )月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置  

・役職加算   ５～１５％ 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置  

・役職加算   ５～１５％ 

     (注)  (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 
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イ 退職手当（平成 31 年 4 月 1 日現在） 

南国市（水道事業） 南国市 

（支給率）      自己都合    勧奨・定年 

勤続20年   19.6695月分  24.586875月分 

勤続25年    28.0395月分   33.27075月分 

勤続35年    39.7575月分   47.709  月分 

最高限度額  47.709 月分   47.709  月分 

その他の加算措置   

  定年前早期退職特例措置（２％～20％加算） 

 

（支給率）      自己都合    勧奨・定年 

勤続20年   19.6695月分  24.586875月分 

勤続25年    28.0395月分   33.27075月分 

勤続35年    39.7575月分   47.709  月分 

最高限度額  47.709 月分   47.709  月分 

その他の加算措置   

  定年前早期退職特例措置（２％～20％加算） 

1人当たり平均支給額（平成30年度） 

  20,689千円（勧奨・定年） 

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成 30 年度に退職した職員に支給された平均額です。 

  

ウ 地域手当 （平成 31 年４月１日現在） 

支 給 実 績（平成30年度決算）   該当なし    千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（30年度決算）           ― 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率） 

― ―  ％ ―  人 ― ％ 

 

エ 特殊勤務手当                                                          

  支給実績なし 

 

オ 時間外勤務手当                                                          

支給実績（30年度決算） 5,073 千円 

職員１人当たり平均支給年額（30年度決算） 507 千円 

支給実績（29年度決算） 6,480 千円 

職員１人当たり平均支給年額（29年度決算） 648 千円 

(注)１ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。 

２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度の４ 

月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象と 

はならない職員を除く。）で、短時間勤務職員を含みます。 

 

カ その他の手当（平成 31 年 4 月 1 日現在）                                          

 

手当名 

 

内容及び支給単価 

一般行政

職の制度

との異同 

一般行政職

の制度と異

なる内容 

支給実績 

（30年度決算

） 

支給職員1人当た

り平均支給年額 

（30年度決算） 

扶養手当 
扶養親族のある職員に支給 

 子10,000円、子以外6,500円 
同じ  1,416千円 283千円 
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住居手当 

借家・借間居住者 

 基礎控除額   12,000円 

 最高支給限度額 27,000円 

 

同じ 
        

648千円 

         

324千円 

 

通勤手当

  

交通機関等利用者 

 通勤等の額に相当する額 

 最高支給限度額 55,000円/月 

交通用具使用者 

 2,000円（2㎞以上～5㎞未満～ 

最高31,600円（60㎞以上） 

 

 

同じ 

        

 

417千円 

         

 

47千円 

管理職 

手当 

管理監督する地位にある職員（局長

）に支給 

  月額 49,100円 

 

同じ 
        

295千円 

         

295千円 

 

 

第２章 職員の任用等の状況 

 

  １ 任用の状況 

 

       平成 31 年度に新たに採用された職員の状況は，次のとおりです。 

区  分 計 男 女 

事 務 職 １３ ７ ６ 

土 木 技 師 ３ ３ ０ 

栄 養 士 １ ０ １ 

保 健 師 ２ ０ ２ 

保 育 士 ７ ０ ７ 

調 理 師 ２ １ １ 

消 防 士 ２ ２ ０ 

計 ３０ １３ １７ 
      ※採用者数は、一般職に属する職員。臨時的任用職員、短時間勤務職員、非常勤職

員、割愛採用職員、任期付職員を除いています。 

 

  ２ 退職管理の状況 

 

  （１）退職者数 

       平成 30 年度に退職した職員の状況は，次のとおりです。 

 

 

 

※退職者数は，一般職に属する職員。臨時的任用職員、短時間勤務職員、非常勤職

員、割愛退職職員、任期付職員を除いています。 

 定年退職 勧奨退職 自己都合退職 その他 計 

退職者数 １１ ６ ７ ０ ２４ 
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  （２）退職者の再就職の状況 

         課長級職員が離職後２年間に営利企業等に再就職した場合は、条例の規定によ

り任命権者に届け出ることとしています。 

 
退職者数 

（管理職員） 

再就職に係る 

届出の提出者数 

平成29年度

退 職 者 
０ ０ 

平成30年度

退 職 者 
０ ０ 

 

 

 

第３章 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 

１ 勤務時間及び週休日、休日 

   勤務日  月曜日から金曜日まで(午前８時 30 分から午後５時 15 分まで) 

   週休日  日曜日及び土曜日 

   休 日  国民の祝日に関する法律に規定する休日及び 12 月 29 日～１月３日 

   ※特別の形態によって勤務する必要のある職員については、週休日等の特例を定め    

ています。 

 

２ 休暇の種類 

   職員の休暇には、年次有給休暇、病気休暇、特別休暇、介護休暇及び組合休暇があ  

ります。 

（１）年次有給休暇  １暦年 20 日以内（20 日以内の繰越を認める） 

（２）病気休暇    公務傷病によるもの  90 日以内 

           一般の傷病によるもの 90 日以内（結核性疾患は，１年以内） 

（３）特別休暇 

   

                            （平成 30 年 4 月 1 日現在） 

場   合 期  間 

1 選挙権その他公民としての権利の行使 必要と認められる期間 

2 裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判所、

地方公共団体の議会その他官公署へ出頭 

必要と認められる期間 

3 骨髄移植のための骨髄液の提供希望者としてその登録

を実施する者に対して登録の申出を行い、又は骨髄移植

のため配偶者、父母、子及び兄弟姉妹以外の者に骨髄液を

提供する場合で、当該申出又は提供に伴い必要な検査、入

院等のため勤務しないことがやむを得ないと認められる

とき 

必要と認められる期間 
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4  自発的に、かつ、報酬を得ないで次に掲げる社会に貢

献する活動を行う場合で、その勤務しないことが相当で

あると認められるとき 

(1) 地震、暴風雨、噴火等により相当規模の災害が発生し

被災地又はその周辺の地域における生活関連物資の配布

その他の被災者を支援する活動 

(2) 障碍者支援施設，特別養護老人ホームその他の主とし

て身体上若しくは精神上の障害がある者又は負傷し、若

しくは疾病にかかった者に対して必要な措置を講ずるこ

とを目的とする施設であって市長が定めるものにおける

活動 

(3) 前2号に掲げる活動のほか、身体上若しくは精神上の

障害、負傷又は疾病により常態として日常生活を営むの

に支障がある者の介護その他の日常生活を支援する活動 

5日の範囲内の期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 職員の結婚 7日以内 

6 職員の出産 

 

 

8週間(多胎妊娠の場合にあって

は、14週間)前の日から出産の日

までの期間及び出産の日の翌日

から8週間の期間 

7 生後2年に達しない子を育てる職員が、その子の保育の

ために必要と認められる授乳等を行う場合 

1日2回それぞれ30分以内 

8 配偶者の出産 

 

 

出産するため病院に入院する等

の日から当該出産の日後2週間を

経過する日までの期間内におけ

る5日の範囲内の期間 

9 職員の妻が出産する場合で、当該出産に係る子又は小

学校就学の始期に達するまでの子(妻の子を含む。)を養

育する職員がこれらの子の養育のため勤務しないことが

相当であると認められるとき 

職員の妻の出産予定日の6週間前

の日から当該産の日後8週間を経

過する日までの期間内における5

日の範囲内でその都度必要と認

める日又は時間 

10 小学校の始期に達するまでの子を養育する職員が、そ

の子の看護のため勤務しないことが相当であると認めら

れる場合 

5日の範囲内でその都度必要と認

める日又は時間（2人以上の場合

にあっては10日）  

11 要介護者の介護その他市長が定める世話を行う職員

が、当該世話を行うため勤務しないことが相当であると

認められる場合 

5日の範囲内でその都度必要と認

める日又は時間（2人以上の場合

にあっては10日） 
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12 忌引 配偶者       10日 

父母、子          7日 

祖父母、兄弟姉妹  3日 

孫、おじ、おば   1日 

子の配偶者等 

13 父母，配偶者及び子の祭日 慣習上最小限度必要と認める期

間 

14 夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維持及び増

進又は家庭生活の充実のため勤務しないことが相当であ

ると認められる場合 

7月から9月までの期間内におけ

る、3日の範囲内の期間 

15 地震、水害、火災その他の災害により職員の現住居が

滅失し、又は損壊した場合 

7日の範囲内の期間 

16 地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等

により出勤することが著しく困難であると認められる場

合 

必要と認められる期間 

17 地震、水害、火災その他の災害時において、職員が退

勤途上における身体の危険を回避するため勤務しないこ

とがやむを得ないと認められる場合 

必要と認められる期間 

18 地方公務員法(昭和25年法律第261号)第42条の規定に

よりあらかじめ計画された能率増進計画の実施 

計画の実施に伴い必要と認める

期間 

19 女子職員の生理(生理日において勤務することが著し

く困難である場合) 

2日を超えない範囲内で必要と認

める期間 

20 妊娠障害 同上 

21 長期勤続の節目として，心身のリフレッシュを行うこ

とにより心身の健康の維持及び増進又は家庭生活の充実

を図ることにより職務の能率増進に務める 

40歳及び50歳の誕生日の属する

一暦年について40歳は3日間、50

歳は5日間 

22 妊産婦の健康診査(妊娠中の女子職員及び産後1年を

経過しない女子職員が 母子保健法(昭和40年法律第141

号)第10条に規定する保健指導又は同法第13条に規定す

る健康診査を受ける場合) 

 

 

 

 

妊娠満23週までは4週間に1回、妊

娠満24週から満35週までは2週間 

に1回、妊娠満36週から出産まで

は1週間に1回、産後1年まではそ

の間に1回(医師等の特別の指示

があった場合には、いずれの期間

についてもその指示された回数)

について、それぞれ1日の正規の

勤務時間等の範囲内で必要と認

められる時間 
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23 妊娠中の女子職員の通勤緩和(妊娠中の女子職員が通

勤に利用する交通機関の混雑の 程度が母体又は胎児の

健康保持に影響があると認めるとき。) 

正規の勤務時間等の始め又は終

わりにおいて、1日を通じて1時間

を超えない範囲内でそれぞれ必

要とされる時間 

 

（４）介護休暇 

  ２週間以上の期間にわたり疾病等で、日常生活を営むのに支障がある者の介護を

するため、介護を必要とする一の継続する状態ごとに３回を超えず、かつ、通算し

て６月を超えない範囲内で指定する期間内において承認する。（無給） 

 

介護の対象者 

・職員の配偶者、父母、子、配偶者の父母 

・同居の祖父母、兄弟姉妹、父母の配偶者，配偶者の父母の配偶者、子の配偶者、 

配偶者の子、孫 

                      

 

（５）介護時間 

日常生活を営むのに支障がある者の介護をするため、介護を必要とする一の継続 

する状態ごとに、連続する３年の期間内において１日の勤務時間の一部について、１

日につき２時間を超えない範囲内で必要と認められる時間承認する。（無給） 

 

  介護の対象者 

     ・職員の配偶者、父母、子、配偶者の父母 

・同居の祖父母、兄弟姉妹、父母の配偶者、配偶者の父母の配偶者、子の配偶者、 

配偶者の子、孫 

                      

 

（６）組合休暇 

     職員が任命権者の承認を受けて、正規の勤務時間中に給与の支給を受けずに登録 

された職員団体の業務に従事する場合において取得できる。１暦年につき、３０日 

を超えない範囲で、１日または１時間単位で与えるものとする。（無給） 

 

 

３ 育児休業等 

 

（１）育児休業 

     職員が任命権者の承認を受けて，当該職員の三歳に満たない子を養育するため、 

当該子が三歳に達する日まで、育児休業をすることができる。（無給） 

 

（２）部分休業 

  職員が任命権者の承認を受けて、当該職員の小学校就学の始期達するまでの子を 

養育するため、一日の勤務時間の始めまたは終わりにおいて１日を通じて２時間を 

超えない範囲で部分休業をすることができる。（無給） 
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第４章 職員の服務の状況 

 

 
１ 年次有給休暇の取得状況 
 

平成３０年平均取得日数    13.5 日 

    

 

２ 育児休業・部分休業・介護休暇の取得状況 

 

（１）育児休業(※平成 30 年度中に新たに育児休業を取得した職員数) 

  

区 分 
育児休業

 

取得者数
 

育児休業承認期間 

３月以下
 

３月～ 

６月以下 

６月～ 

１年以下 

１年～ 

1年6月以下 

１年6月～ 

2年以下 

2年～ 

2年6月以下 

２年６月超
 

男性職員 ０ ０ ０ ０  ０ ０ ０ 

女性職員 ６ ０ ０ ３ ２ １ ０ ０ 

計 ６ ０ ０ ３ ２ １ ０ ０ 

 

（２）部分休業(※平成 30 年度中に新たに部分休業を取得した職員数) 

     平成 30 年度取得者数 ０名 

 

（３）介護休暇(※平成 30 年度中に承認された介護休暇取得者数） 

     平成 30 年度取得者数 ０名 

 

 

３ 職務専念義務免除 
 

 ○南国市職員の職務に専念する義務の特例に関する条例 

 (目的) 

 第1条 この条例は、地方公務員法(昭和25年法律第261号)第35条の規定に基づき職務に

専念する義務の特例に関し規定することを目的とする。 

 (職務に専念する義務の免除) 

 第2条 職員は，次の各号の一に該当する場合においては、あらかじめ任命権者(市町村

立学校職員給与負担法(昭和23年法律第135号)第1条職員については、教育委員会とする

。)又はその委任を受けた者の承認を得て、その職務に専念する義務を免除されることが

できる。 

 (1) 研修を受ける場合 

 (2) 厚生に関する計画の実施に参加する場合 

 (3) 前2号に規定する場合を除くほか，市長が定める場合 
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 ○南国市職員の職務に専念する義務の特例に関する規則 

 (目的) 

 第1条 この規則は、南国市職員の職務に専念する義務の特例に関する条例(昭和35年南

国市条例第14号)第2条第3号の規定に基づき、職務に専念する義務の特例について定める

ことを目的とする。 

 (職務に専念する義務の免除) 

 第2条 南国市職員の職務に専念する義務の特例に関する条例第2条第1号及び第2号に規

定する場合を除くほか、職員があらかじめ任命権者(市町村立学校職員給与負担法(昭和2

3年法律第135号)第1条職員については，教育委員会とする。)又はその委任を受けた者の

承認を得て、その職務に専念する義務を免除されることができる場合を次のように定め

る。 

 (1) 県又は市の特別職の公務員を兼ね、その職に属する事務に従事する場合 

(2) 当該職員の職務に関連のある国又は他の地方公共的団体の公務員の職を兼ね、そ

の職に属する事務に従事する場合 

 (3) 県又は市の行政運営上その地位を兼ねることが特に必要と認められる公共的団体

等の役員又は職員の地位を兼ね、その地位に属する事務に従事する場合 

 (4) 国若しくは地方公共団体の機関、学校又は公共的団体等の委嘱を受けて講習、講

義を行う場合 

 (5) 当該職員の職務上の教養に資する講習、講義等を受講する場合 

 (6) 教育又は研究のため他の事業又は事務に従事する場合 

 (7) 国又は地方公共団体が行う当該職員の職務に関連のある試験を受ける場合 

 (8) 地方公務員法(昭和25年法律第261号。以下「法」という。)第46条の規定により勤

務条件に関する措置の要求をし、若しくは法第49条第4項の規定により不利益処分に

関し審査の請求をし、又はこれらの審理のため人事委員会の要求を受けて出頭する

場合 

 (9) 職員団体の代表者として法第53条第7項の規定による口頭審理に出頭する場合 

 (10) 法第55条第11項の規定により市の当局に対し，不満を表明し、又は意見を申し出

る場合 

 (11) その他特別の事由がある場合 
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第５章 職員の分限及び懲戒処分の状況 

 

１ 分限処分 

                                                        （平成 30 年度） 

区  分 降任 免職 休職 合計 

勤務実績が良くない場合 0 0 0 0 

心身の故障の場合 0 0 14 14 

職に必要な適格性を欠く場合 0 0 0 0 

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、過員を生じ

た場合 
0 0 0 0 

刑事事件に関し起訴された場合 0 0 0 0 

合  計 0 ０ 10 10 

 

 

２ 懲戒処分 

 

（１）懲戒処分者数 

（平成 30 年度） 

                           

 

 

 

 

 

 

（２）処分の事由別状況 

                                   （平成 30 年度） 

区 分 
給与・任用に

関する不正 

一般服務違

反関係 

一般非行

関係 
収賄等関係

 道路交通法

違反関係 
監督責任

 
合 計

 

処分等の事由

別状況 
0 0 0 1 0 0 1 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 戒告 減給 停職 免職 合計 

懲戒処分者数 0 0 1 0 1 
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第６章 職員の研修の状況 

 

１ 研修の状況 

 平成 30 年度に実施した研修受講等の実績は下記のとおりです。 

 

（１）階層別研修 

実施主体 研 修 名 
 受講者数 

（人） 

こうち 

人づくり

広域連合 

新採用職員研修 １９   

採用２年目研修 ２３   

採用５年目研修 １５   

採用１０年目研修 １１   

採用１５年目研修 ７   

係長研修 ８   

課長補佐研修 １０   

課長研修 ４   

合   計 ９７   

 

（２）能力向上研修 

実施主体 研 修 名 
 受講者数 

（人） 

南国市 

南海トラフ地震防災研修 ２１０ 

地方財政対策と地方財政の動向  ３９ 

救急シミュレーション研修  １４ 

コンプライアンス研修 ２２０ 

南国市保育所・保育園職員全体研修会  ９９ 

情報セキュリティ研修 ２８２ 

 

こうち 

人づくり

広域連合 

自治体法務入門研修   ９ 

民法研修   ３ 

基礎から学ぶ複式簿記   ４ 

決算書の見方研修   ３ 

地方公会計制度   ２ 
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行財政問題研究研修   ７ 

人事・研修担当者研修 ２   

契約事務基礎研修 ３   

起案文書作成基礎研修 １０   

パソコン集合研修 １   

パソコンｅラーニング研修 ５   

ＯＪＴの進め方研修 ４   

コーチング研修 １   

クレーム対応力向上研修 ８   

リスクマネジメント研修 ２   

タイムマネジメント研修  ３   

50歳からのキャリアプラン研修 １   

ＢＣＰ（事業継続計画）の点検と実務研修 １   

政策づくり入門研修 ２   

地域力創造研修 ２   

 

 （３）派遣研修 

研 修 名 
受講者数 

（人） 

（公財）市町村職員中央研修所 ３   

（公財）全国市町村国際文化研修所 ７   

（公財）高知県建設技術公社 ２   

（一財）全国建設研修センター １   

（社）日本経営協会 １８   
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第７章 職員の福祉について 

 

１ 健康診断の実施 

 （１）一般定期健康診断 

      成人病検診、レントゲン検診、腰痛検診 

 

２ 互助会制度（平成 30 年度決算） 

会 員 数 市の負担額 会員の掛金 事 業 内 容 

429 人 9,306 千円 9,312 千円 
医療費助成、死亡弔慰金、傷病・災害見舞金、 

結婚・出産等祝金、休養施設利用助成等 

＊会員数は平成 31 年３月時点 

 

３ 労働安全衛生 

  南国市職員安全衛生委員会の設置・運営 

 

４ 技術職員・作業員等への被服貸与 

 
 
 
第８章 職員の利益の保護について 
 
 

１ 勤務条件に関する措置の要求の状況（公平委員会） 

 

             業務の状況 平成30年度 

職員の給与，勤務時間その他の勤務条件に関す

る措置の要求を審査・判定のうえ，必要な措置

をとること 

 

           ０件 

 

２ 不利益処分に関する不服申立ての状況（公平委員会） 

 

            業務の状況 平成30年度 

職員に対する不利益な処分についての不服申立

てに対する裁決または決定すること 
０件

 

 


